
 

第 10 期 令和 7 年度 第 1 回 

さいたま市地域自立支援協議会 次第 

日 時：令和７年７月 11 日(金)14 時 30 分～16 時 30 分 

オンライン開催 

○ 開   会 

 

○ 議   題 

 

１．日中サービス支援型グループホームについて 

２．地域生活支援拠点等の登録について 

３．さいたま市地域自立支援協議会の概要・各専門部会の取組について 

４．令和７年度第１回地域協議会連絡会議からの報告について 

５．障害福祉分野における人材確保について 

 （１）今後の取組 

 （２）動画の作成状況 

 

○ 閉   会 



選出分野 所属及び職名 氏　　　名 部会

1 福祉事業従事者
社会福祉法人邑元会
障害者支援施設しびらき　施設長

相浦　卓也 虐待

2 行政機関
浦和公共職業安定所
専門援助部門　統括職業指導官

相澤　秀一

3 福祉事業従事者
社会福祉法人さくら草
デイセンターさくら草・キッズさくら草　施設長

市川　知任 子ども

4 学識経験者 筑波大学　人間系（障害科学域）　助教 大村　美保 虐待

5 市職員
福祉局　障害福祉部　参事　兼
障害者総合支援センター所長事務取扱い

小泉　秀幸 虐待

6 福祉事業従事者
社会福祉法人鴻沼福祉会 常務理事　兼
つばさ共同作業所　所長

酒井　依子

7 市職員 南区役所　健康福祉部　支援課長 澁谷　信行

8 福祉事業従事者
社会福祉法人埼玉福祉事業協会
理事長

髙橋　清子

9 当事者団体
一般社団法人さいたま市手をつなぐ育成会
理事

髙橋　純子

10 学識経験者 公益社団法人埼玉県社会福祉士会　会長 遅塚　昭彦 相談

11 福祉事業従事者
障害者生活支援センター連絡会議　会長
見沼区障害者生活支援センターやどかり
管理者

三石　麻友美 精神

12 市職員 保健衛生局　保健所　精神保健課　課長 山川　敬子

氏　　　名 備考

1 岸端　泉

2 仲田　裕哉

第10期　さいたま市地域自立支援協議会委員名簿
【任期：令和７年４月１日～令和９年３月３１日（２年間）】

【議題４】令和７年度第1回地域協議会連絡会議からの報告について　オブザーバー

所属及び職名

北区障害者生活支援センターみぬま　主任相談支援専門員

桜区障害者生活支援センターさくらとぴあ　管理者



 
 

令和７年度さいたま市地域自立支援協議会の概要 

 

 ■さいたま市地域自立支援協議会について 

  地域自立支援協議会は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第 89 条の

３第１項及び第２項並びに誰もが共に暮らすための障害者の権利の擁護等に関する条例第 31 条に基

づき、地域の関係者が集まり、個別の相談支援の事例を通じて明らかになった地域の課題を共有し、

地域のサービス基盤の整備、障害者の地域における自立した生活の支援に関する事項を調査審議する

附属機関である。 

 

 

■令和７年度の協議会体制 

 令和７年度の地域自立支援協議会は、本協議会及び専門部会によって構成。専門部会は、障害者の

地域生活に関する支援について調査審議を行うことを目的とする「精神保健福祉部会」、障害者虐待

に関する支援について調査審議を行うことを目的とする「障害者虐待防止部会」、障害者相談支援体

制について調査審議を行う事を目的とする「相談支援部会」、障害児に関する支援について調査審議

を行うことを目的とする「子ども部会」の計４つを設置している。 

なお、令和元年度からは障害者支援地域協議会による、地域におけるネットワークの強化に向けた

取り組みを開始し、令和６年度までに 8 区に障害者支援地域協議会を設置している。令和７年度に大

宮区及び緑区に設置することで、全区への設置が完了する見込みである。 

 

【協議会体制のイメージ図】 

 

精神保健福祉部会（H24 年度～） 

精神障害者の地域移行や 
地域定着の調査審議 

障害者虐待防止部会（H24 年度～） 

障害者虐待に関する支援の調査審議 

相談支援部会（H29 年度～） 

障害者相談支援体制の調査審議 

子ども部会（H30 年度～） 

障害児に関する支援の調査審議 

地域自立支援協議会（H19 年度～） 

障害者の地域生活支援に関する総合的な検討 

障害者支援地域協議会（Ｒ元年度～） 
区における課題抽出・連携強化 

（岩槻区・中央区・浦和区・南区・ 

桜区・北区・西区・見沼区） 

資料 3ー1 



 
さいたま市誰もが共に暮らすための障害者の権利の擁護等に関する条例（抜粋） 

(自立支援協議会の設置等) 

第31条 市長の諮問に応じ、障害者の地域における自立した生活の支援(次項において「地域生活支援」

という。)に関する事項を調査審議するため、さいたま市地域自立支援協議会(以下「自立支援協議会」

という。)を設置する。 

2 自立支援協議会は、次に掲げる事項について調査審議し、及びこれらの事項について市長に意見を

述べる。 

(1) 地域生活支援に係る社会資源の開発に関すること。 

(2) 地域生活支援に係る施策の課題の検討に関すること。 

(3) 地域生活支援に係る方策の研究に関すること。 

(4) 地域生活支援に係る福祉事務所及び相談支援事業者に対する助言に関すること。 

3 自立支援協議会は、委員12人以内をもって組織する。 

4 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

(1) 学識経験を有する者 

(2) 相談支援事業者の代表者 

(3) 事業者の代表者 

(4) 障害者に関係する団体の代表者 

(5) 関係行政機関の職員 

(6) 市職員 

5 委員の任期は、2年とする。ただし、再任を妨げない。 

6 委員が欠けた場合の補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

7 前各項に定めるもののほか、自立支援協議会の運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

  



 
さいたま市誰もが共に暮らすための障害者の権利の擁護等に関する条例施行規則

（抜粋） 

（自立支援協議会の会長及び副会長） 

第２４条 さいたま市地域自立支援協議会（以下「自立支援協議会」という。）に、会長及び副会長

各１人を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、自立支援協議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は欠けたときは、その職務を代理する。 

４ 会長及び副会長ともに事故があるとき又は欠けたときは、あらかじめ会長が指名する委員がその

職務を代理する。 

(自立支援協議会の臨時委員) 

第２５条 自立支援協議会に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、臨時委員を置く

ことができる。 

２ 臨時委員は、学識経験を有する者、自立支援協議会の推薦を受けた者その他市長が適当と認める

者のうちから、市長が委嘱し、又は任命する。 

３ 臨時委員の任期は、条例第 31 条第 5 項の規定にかかわらず、特別の事項に関する調査審議が終

了するまでとする。 

 (自立支援協議会の会議) 

第２６条 会長は、自立支援協議会の会議を招集し、その議長となる。 

２ 自立支援協議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

 (自立支援協議会の委員の守秘義務) 

第２７条 自立支援協議会の委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後

も、同様とする。 

 (自立支援協議会の庶務) 

第２８条 自立支援協議会の庶務は、福祉局において処理する。 

 (自立支援協議会の運営事項) 

第２９条 この規則に定めるもののほか、自立支援協議会の運営に関し必要な事項は、会長が自立支

援協議会に諮って定める。 

  



 
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（抜粋） 

（協議会の設置） 

第八十九条の三 地方公共団体は、単独で又は共同して、障害者等への支援の体制の整備を図るた

め、関係機関、関係団体並びに障害者等及びその家族並びに障害者等の福祉、医療、教育又は雇用

に関連する職務に従事する者その他の関係者（次項において「関係機関等」という。）により構成

される協議会を置くように努めなければならない。 

２ 前項の協議会は、関係機関等が相互の連絡を図ることにより、地域における障害者等への支援体

制に関する課題について情報を共有し、関係機関等の連携の緊密化を図るとともに、地域の実情に

応じた体制の整備について協議を行うものとする。 

（平二二法七一・追加、平二四法五一・旧第八十九条の二繰下・一部改正） 

 

  



 

さいたま市地域自立支援協議会運営要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、さいたま市地域自立支援協議会（以下「協議会」という。）の会議の運営に関して

必要な事項を定めるものとする。 

（会議録） 

第２条 会議の会議録を作成しなければならない。 

（会議の公開） 

第３条 会議は、原則として公開とする。ただし、協議会の決議により非公開とすることができる。 

（傍聴の許可） 

第４条 会議を傍聴しようとする者は、会議の前に、自己の住所、氏名その他会長の必要と認める事項

を告げて、会長の許可を受けなければならない。 

２ 傍聴人の人数は、傍聴席の状況により、会長が定める。 

３ 傍聴の許可は、先着順に行うものとする。 

（傍聴できない者） 

第５条 次の各号のいずれかに該当する者は、傍聴することができない。 

（１）酒気を帯びていると認められる者 

（２）会議の妨害となると認められる器物を携帯している者 

（３）前２号のほか、会長において傍聴を不適当と認める者 

（禁止行為） 

第６条 傍聴人は、次に掲げる行為をしてはならない。 

（１）みだりに傍聴席を離れること 

（２）私語、談話又は拍手等をすること 

（３）議事に批評を加え、又は賛否を表明すること 

（４）飲食又は喫煙すること 

（５）許可なく録音機、写真機、撮影機その他これらに類するものを持ち込み使用すること 

（６）前各号に掲げるもののほか、会議の妨害となるような挙動をすること 

（退場） 

第７条 傍聴人は、会長が傍聴を禁じたとき又は傍聴人の退場を命じたときは、速やかに退場しなけれ

ばならない。 

（指示） 

第８条 この要領に定めるもののほか、傍聴人は、会長の指示に従わなければならない。 

附 則 

この要領は、平成１９年４月１日から施行する。  



◆令和７年度精神保健福祉部会について◆ 

【昨年度の取組】 

・入院者訪問支援事業の開始に向けて、障害者生活支援センターにアンケー

トを実施。 

・アウトリーチ事業について、岩槻区と中央区を加え、全１０区で開始。 

・精神障害者の家族支援として、家族会への参加や広報を行った。 

・地域移行・地域定着支援連絡会議を実施し、精神科病院へのヒアリング調査

の実施と結果報告を行った。 

◆第１回精神保健福祉部会（ R6.7.23 ） 

〇入院者訪問支援事業について 

・埼玉県が開始する入院者訪問支援検証事業について、所管課から事業概要

を説明。さいたま市としては、県の実施状況について引き続き情報収集を

行う。 

・厚生労働省による「入院者訪問支援事業の実施見込みに関する調査」の結

果を所管課より報告。政令市では、20 都市中、令和６年度中に訪問支援員

養成研修実施を予定している都市、訪問支援員の派遣を予定している都市

がともに半々の状況。 

〇精神科病院における虐待通報への対応について 

 ・さいたま市の精神科病院における虐待通報への対応について、所管課より

報告。虐待通報電話の設置について専用の回線を設置し４月より対応中。 

 ・実際の運用について、さいたま市精神科病院における虐待防止対策に係る

事務取扱要領を作成し、要領に則って運営を開始。 

〇地域移行・地域定着支援連絡会議及びピアサポート事業について 

 ・精神科病院の医療相談室を対象に実施しているヒアリング調査について、

地域移行、地域定着に関する病院の課題やピアサポーターへの期待する

ことなど聞き取り調査結果を報告。入院中にグループホームを利用する

事例も多い。また、院内に地域の風を入れる役割をピアサポーターに期待

するという声があった。 

・ピアサポート事業について、委託法人から令和５年度の取り組み内容に 

ついて報告。５名のピアサポーターが外出の同行や体験利用、地域での暮

らしへのアドバイスなどを実施。 

〇令和５年度障害者支援地域協議会からの活動報告について 

 ・障害者支援地域協議会の概要の説明。 

・見沼区地域協議会と中央区地域協議会の実施状況を報告。 

 

資料３―２ 



◆第２回精神保健福祉部会（ R7.1.9 ） 

〇精神障害者の家族支援について 

 ・令和６年度に実施した精神障害者の家族支援について所管課から報告。 

  家族会に参加し、相談窓口やイベントの周知依頼等意見を伺い、感じた課

題等について共有。 

 ・家族会や当事者会の広報として、市ホームページへの掲載や、保健所主催

の「統合失調症の家族教室」において、参加者に対し、家族会の一覧表を

配布し周知。 

〇入院者訪問支援事業について 

 ・障害者生活支援センターに対して行った入院者訪問支援事業についての

アンケート結果について所管課より報告。事業の認知度及び事業への参

加希望は８割程度との回答となった。 

 ・埼玉県の事業をベースとして、令和７年度にさいたま市では、訪問支援員

の人材育成から開始予定。 

〇さいたま市精神障害者訪問支援（アウトリーチ）事業実施報告について 

 ・アウトリーチ事業拡大について、令和６年度は岩槻区と中央区を加え、全

10 区で開始された。 

 ・令和６年度のアウトリーチ事業実施経過について所管課から報告。令和６

年度の事例を抜粋し説明。事業の実施状況や事例について意見交換。 

 ・次年度の計画として、アウトリーチ事業における協力連携機関が一堂に集

まり、情報交換を行える場を企画する予定。 

〇地域移行・地域定着支援連絡会議について 

 ・第１回目の部会同様、精神科病院へのヒアリング調査の状況について報

告。退院支援の現状や課題について内容の共有。 

〇障害者支援地域協議会について 

・障害者支援地域協議会の概要の説明。 

・地域協議会連絡会議の協議内容について共有。令和６年度は会議を３回実

施。 

【今年度の取組】 

・アウトリーチ事業を継続して実施し、事例の報告をする。 

・精神障害者の家族支援を継続して実施し、実施結果の報告をする。 

・入院者訪問支援事業について運営方法を引き続き検討し、進捗状況の報告

をする。 

・ピアサポート事業の実施状況について報告し、意見交換を行う。 

 



◆令和７年度障害者虐待防止部会について◆ 

【昨年度の取組】 

・さいたま市障害者虐待統計から傾向を分析し、虐待防止に係る今後の取組みについての

検討を進めた。 

・今後の障害者虐待対応の参考となるよう、引き続き「判断や対応が困難であった虐待事

例」等の事例検証を実施した。 

 

◆第１回 障害者虐待防止部会 （ R6.8.15 ） 

○令和６年度障害者虐待統計集計表について 

・養護者による虐待、施設従事者による虐待、使用者による虐待のそれぞれについて統

計を確認し、意見交換を行った。虐待認定件数の集計は出さないのかとの意見を反映

させ、虐待統計集計表に虐待認定件数の集計を追加した。 

○さいたま市障害者虐待対応事例集について 

 ・令和５年度第２回目の部会にて出た意見を反映させた事例集をもとに意見交換を行っ

た。タイトルにその事案がどのように参考になるのかが示されていると読みやすいと

の意見が多数。 

・事例集は、区支援課と障害者生活支援センターに共有し、内部での研修等に活用して

いただくことを想定。 

○令和５年度障害者支援地域協議会からの活動報告について 

・令和５年度障害者支援地域協議会からの活動報告について報告。 

・地域協議会からの課題として挙がっている「権利擁護・虐待への適切な研修の実施」

について、現在、市として行っている研修についての内容を共有。 

 

◆第２回 障害者虐待防止部会 （ R7.1.17 ） 

○障害者虐待対応に関する事例検証（３件） 

 ・事例① グループホームにおける身体的虐待・心理的虐待・ネグレクトの通報 

 ・事例② 障害児通所支援事業所における身体的虐待の通報 

 ・事例③ 障害児通所支援事業所における性的虐待の通報 

○精神科病院における虐待通報への対応について 

 ・精神科病院における虐待通報への対応について、令和６年４月から虐待通報窓口を設

置し、対応していることを所管課から報告。設置してから 10 月末までに受理件数が

41 件あった。 

・周知に関しては、市内精神科病院及び関係機関に行い、精神科病院に対して掲示用の

ポスターを提供。 

○その他報告事項 

・さいたま市障害者虐待対応事例集について、各区支援課及び各障害者生活支援センタ

ーに対し、事例集を送付したことを報告。一定期間経過後に、事例集の活用状況を調

査し、今後の部会にて報告予定。 
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・虐待防止に関する研修等について、令和６年度に実施した「障害児通所支援事業所向

け研修」及び「障害者差別解消法、虐待防止・権利擁護研修」の内容について共有。 

【今年度の取組】 

・さいたま市障害者虐待統計から傾向を分析し、虐待防止に係る今後の取組みについての

検討を進める。 

・今後の障害者虐待対応の参考となるよう、引き続き事例検証を実施する。 

・障害者虐待対応事例集の充実を図るため、随時内容を精査し、区における活用状況や活

用方法を確認する。 

 



◆令和７年度相談支援部会について◆ 

【昨年度の取組】 

・地域生活支援拠点等の整備に関する協議 

・相談支援及びセルフプランに関する課題を整理 

・見沼区と西区に基幹相談支援センター及び地域協議会を設置 

 

◆第１回 相談支援部会 （ R6.8.26 ） 

○令和５年度障害者支援地域協議会活動報告（相談支援・セルフプラン）について 

・市内共通の窓口相談アセスメントシートの作成状況を報告。活用に向けて

検討を進めており、いくつかの区で試行的に使い、意見等を募りながら見

直しを進める予定。 

 ・指定特定相談支援事業所増設について、他自治体で実施された事業所開設

説明会の内容を共有。さいたま市でも来年度の実施を目指す。 

○令和５年度障害者支援地域協議会活動報告（家族依存・8050 問題）について 

・地域生活支援拠点や 8050 問題に関して、区の取組や地域協議会での協議

内容について意見交換。各区で問題意識や取組にばらつきがあるので、先

駆的に取り組んでいる区を中心に、各区へ情報共有を行いながら取り組ん

でいくことが望ましい。 

○地域生活支援拠点等について 

・拠点コーディネーターの配置に関する現在の検討状況について報告。国が

示す仕組みでは、さいたま市において拠点コーディネーターの配置につい

て整理するのは困難な状態。他自治体の状況も注視しながら検討を進めて

いく。 

○障害者生活支援センター及び基幹相談支援センターについて 

 ・基幹相談支援センターと地域協議会について、令和６年度は、西区と見沼

区に設置。来年度に大宮区、緑区への設置を進め、全区に設置される予定。 

 

◆第２回 相談支援部会 （ R7.1.22 ） 

○令和５年度障害者支援地域協議会活動報告（相談支援・セルフプラン）について 

・窓口相談受付シートについて説明。各区支援課で試行し、出てきた意見を

基に改定した窓口相談受付シートを提案。今後、障害福祉課から各区支援

課へ周知し、効果測定を行う。 

・来年度実施予定の指定特定相談支援事業所開設説明会について、さいたま

市の企画案を共有。令和７年５月に実施予定。 

○令和５年度障害者支援地域協議会活動報告 各テーマの対応方法について 

・11 月に行われた臨時地域協議会連絡会議の内容について共有。地域生活
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支援拠点等については北部圏域、南部圏域に分かれて検討を進めていく。 

災害・防災については北区と桜区、家族支援・8050 問題については中央区

と浦和区で議論の進め方を検討し、各区に提案していく。 

○障害者生活支援センター及び基幹相談支援センターについて（報告） 

・基幹相談支援センターと地域協議会の設置状況を報告。今年度は、西区と

見沼区に設置を完了。 

【今年度の取組】 

・障害者支援地域協議会活動報告における優先課題（地域生活支援拠点、防

災・災害、家族依存・8050 問題等）の整理及び検討を継続。 

・窓口相談受付シートの効果検証や指定特定相談支援事業所開設説明会の開

催等により、相談支援及びセルフプランの課題に対する検討を進める 

・大宮区と緑区に基幹相談支援センター及び地域協議会を設置 

 



◆令和７年度子ども部会について◆ 

【昨年度の取組】 

・医療的ケア児等の支援に関する協議を進めた。 

・障害児入所施設に入所する障害児等の新たな移行調整の枠組みの構築につ

いての協議の場として活用した。 

・医療的ケア児等支援リーフレットの作成について協議した。 

◆第１回 子ども部会 （ R6.8.19 ） 

○医療的ケア児等の支援について 

 ①さいたま市医療的ケア児保育支援センター（すまいるスポットさいたま）

について所管課より説明。 

・相談等の一部事業は令和５年 11 月から開始し、令和６年１月に開設。 

未就学児に特化しているという強みを活かした連携を行っている。 

 ②埼玉県医療的ケア児等支援センター 地域センターカリヨンの杜につい

て職員より説明。 

・他に相談する場所が増えている影響もあり、昨年度より相談件数は減って

いる。他県からの相談も受けている状況。 

③医療的ケア児等コーディネーター連絡会議について説明。 

 ・７月３日に開催。21 名の市内医療的ケア児等コーディネーターが参加。

コーディネーター同士の意見交換では、普段のコーディネート業務で医

療分野の関係機関との連携を密にしたい、医療的ケア児等の災害対策に

ついて検討したい等の意見が出た。 

○障害児入所施設に入所する障害児等の移行支援・移行調整について 

 ・子ども家庭庁から発出された「障害児入所施設に入所する障害児等の移行

支援・移行調整について」の通知に関する説明。 

 ・さいたま市の障害児施設入所者の移行状況について所管課から説明。調整

が完了した件と調整中の件についてそれぞれ報告。 

○その他 

 ①令和５年度障害者支援地域協議会からの活動報告について 

 ・地域協議会のテーマとして挙がっている「児童期の支援」は、子ども部会

で検討する内容。その中の「教育と福祉の連携」については、教育委員会

と連携して市内の学校に通知を発出し、今後も連携を深めていく。「意思

決定支援」については、今後、部会で意見交換をしていく。 

 ②つながる発達支援相談事業の報告について 

 ・本年度、療育センターひなぎくが開設された経緯と、つながる発達支援相

談事業について説明。つながる発達支援相談事業は、現在、岩槻区で社会
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福祉法人に委託をして実施。今後、見沼区及び緑区にも事業を展開予定。 

 

◆第２回 子ども部会 （ R7.1.27 ） 

○障害児入所施設に入所する障害児等の移行支援・移行調整について 

 ・第１回目の部会での意見を踏まえ、今後の移行調整の流れを検討した結果

を報告。さいたま市独自の取組として、入所児童が 15 歳に達した段階で

初回のカンファレンスを実施することにした。 

○医療的ケア児等の支援について 

 ①医療的ケア児等支援リーフレットの作成について 

 ・リーフレット作成検討会で、掲載内容について当事者から意見をもらうた

めに、医療的ケア児のご家族へヒアリングを実施することにした。結果

は、令和７年度の医療的ケア児等コーディネーター連絡会議にて共有す

る予定。リーフレットは、連絡会議を経て調整したものを子ども部会に諮

り、配布予定。 

 ②医療的ケア児の健やかな成長と発達のための実際の保育・療育について 

 ・社会福祉法人なないろ会より、医療的ケア児に関する事業や医療的ケア児

の保育園での活動の様子について紹介。 

○特別な支援が必要な子どもを取り巻く課題について 

 ・「医療的ケア児等への支援」と「障害児入所施設に入所する児童の移行支

援」について、来年度以降子ども部会で話し合いたい課題などあれば、事

務局宛てにメールで回答。 

【今年度の取組】 

・医療的ケア児等支援リーフレットの調整を行い、配布を開始。 

・医療的ケア児等コーディネーター連絡会議の活動報告を実施。 

・障害児入所施設に入所する障害児等の移行調整について、令和６年度の部

会にて報告した障害児入所施設の対応の流れに沿ってカンファレンスを実

施。 

 



【課題検討に向けた体制について】

【令和７年度課題検討チーム】 <R7.6.19地域協議会連絡会議での内容>
• 地域生活支援拠点事業 ： 南部圏域・北部圏域＝地域アセスメントを実施してみる
• 防災・災害対策 ： 桜区・北区 ＝課題整理表を活用して各区で取り組む
• 家族依存・80-50問題 ： 中央区・浦和区 ＝支援が必要な方へのアプローチを検討

自立支援協議会

子ども部会虐待防止部会精神保健福祉部会 相談支援部会

人材確保に関する情報交換会

・権利擁護
・虐待防止

・セルフプラン
・地域生活支援拠点
・8050問題

・医ケア児
・児童期の支援

地域協議会
連絡会議

地域拠点事業

防災・災害

家族依存-8050

※継続検討になっている課題から優先的に

1
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地域アセスメントの実施
（例）ハザードマップの確認、危険な場
所のピックアップ、適切な避難経路の検
討など

事業所間互助ネットワークの構築に向け
た協議

個別避難支援プランの作成（要支援者名
簿掲載者）

防災所管行政との連携構築
例）区支援課と区総務課との連携
例）地域協議会での取り組みへの参画

「気になる人・心配な人」リストの作成
（災害視点）
※既存リストへの追加等含め

事業所間合同避難訓練開催に向けた検討 避難者カード、情報提供シートの普及と
作成

指定避難所開設・運営委員会に障害福祉
事業所の参画

「気になる人・心配な人」リスト掲載者
の地域分布の把握

情報提供シートの作成 要配慮者優先避難所開設訓練への参画 要配慮者優先避難所と近隣福祉サービス
事業所との連携

情報提供シートの作成
例）北区作成シートの活用

福祉避難所連絡会の実施 情報提供シートの共通様式の検討

【平時の備え】 【連携】

「気になる人・心配な人」リスト掲載者
から情報提供シートの記入

事業所間合同避難訓練の実施（事業所間
互助ネットワークを活用）

民生委員・児童委員との連携
例）「気になる人・心配な人」リストの
精査（すり合わせ・追加等）

個別避難支援プラン作成に関する主導的
な取り組み

ハザードマップと避難所・避難経路の事
前確認（日中活動時、在宅時ともにリス
クの事前確認）

区・地区社会福祉協議会との連携

個別避難支援プランの作成（福祉サービ
ス利用者）

地域自治会との連携構築
（例）所属する地域自治会の地区防災計
画作成会議への参画

備品の事前確認

【活用】 【長期化に向けた取り組み】 【地域との連携構築】

訓練への当事者参加支援
例）指定避難所開設・運営訓練や地域避
難訓練、防災訓練等への参加

事業所間互助ネットワークの構築
（例）協定、ツール活用、備品の共有

指定避難所開設・運営委員会への参画 事業所間互助ネットワークへのフォロー
アップ

福祉避難所開設訓練の実施 地域防災訓練・避難訓練への参加（事業
所として）

福祉避難所開設訓練の実施（区）

当事者参加の訓練
例）指定避難所開設・運営訓練や地域避
難訓練、防災訓練等への参加

情報提供シートの拡充 情報提供シートの普及 地域住民への啓発活動 市民への啓発活動

要支援者名簿への登録促し 要配慮者優先避難所の現状の共有

災害時への備え

地域アセスメントの実施 事業所間互助ネットワークの構築
（例）協定の協議、ツールの検討、

福祉事業所同士の連絡会
例）児童施設や高齢者施設との意見交換
の場

広域で避難が必要となった場合の避難の
在り方検討

入所施設との連携構築（入所施設の有効
活用）

福祉避難所開設訓練の実施（区同士）と
フォロー（市）

福祉避難所連絡会の実施

福祉避難所開設訓練の実施

要支援者名簿の活用に向けた検討（個人
情報の取り扱い）

障害福祉領域以外の関係各所との連携構
築へのサポート
例）民生委員・児童委員、市・区・地区
社会福祉協議会など

防災所管行政との連携構築
例）市障害福祉課（もしくは自立協）と
市総務課との定期的な検討の場

福祉避難所の在り方の検討と啓発活動

福祉避難所開設訓練の実施（市）
例）図上訓練＋α

要配慮者優先避難所の適切な開設に向け
た検討

要配慮者の視点での備品の検討と準備
例）医療的ケア児者用バッテリー、車椅
子やギャッジベット、パーテーション

市内医療機関との防災時協定
例）薬の安定的な確保に向けた検討等

入所施設やGHの避難の在り方の検討
（例）避難所の確保、避難方法の検討
（分散、集団避難）など

要配配慮者情報のITC化

個別避難支援プラン作成に対する予算化
（インセンティブの検討）

さいたま市災害・防災対策についての課題整理表

総論
災害が発生した際の取り組みについて、区・近隣区・市全体の視点で必要な取り組みを整理し、障害のある方々や保護者、介護者が適切な避難が
出来る体制や避難生活を送るための準備をしておく、また、事業所における災害への備えに対しても寄与する取り組みを検討、実施していく。

自助【本人支援】 互助【事業所間連携】 共助【地域づくり】 公助【仕組みづくり】

啓
発

近
隣
区

地域協議会参画による取り組み
例）BCP、避難確保計画、非常災害対策
等を事業所間で確認し合う取り組み
例）協定内容の具体的検討
例）情報共有のツールの検討

市

区

検
討

準
備

具
体
化
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①及び③…福祉人材センターによる就職ガイダンスの開始前に放映
② …北図書館と共催で実施する就業支援講座の中で活用を検討（案）

1

① 10月24日開催 就職ガイダンス ＠コムナーレ

② 12月 ６日開催 市民のつどい with 北図書館

③ ２月 19日開催 就職ガイダンス ＠コムナーレ

令和７年度第１回地域自立支援協議会

人材確保対策～施設紹介動画の活用について～

令和6年度に制作いただいた施設紹介動画を市主催のイベント等で活用する。

今年度の主な人材確保イベント

報道機関へ記事投げ込み

その他
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